（様式第１号）
　　　　　年　　月　　日
受付日※１： 
[bookmark: _GoBack]※１　申請日と異なる場合、神戸市記入
神 戸 市 長　宛
神戸市FCV・EV普及促進補助金交付申請書

神戸市FCV・EV普及促進補助金交付要綱第８条に基づき、下記のとおり申請します。
記
１．申請者（補助対象者）
	住　　所
	〒


	事業者名等
	

	代表者名
	（役職）
	（代表者氏名）

	「日本標準産業分類※２」における細分類
（リースの場合は車両の使用者の分類）
	（分類コード(４桁)）

	（項目名）



※２【参考】総務省ホームページ(https://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/H25index.htm)
（本申請に係る連絡先）
	日中の連絡先
	

	E-mail
	

	住　所※３
	〒


	担当者※３
	（部署）
	（担当者氏名）


※３　申請者と同じ場合は記入不要
（振込先口座）
	金融機関名
	
	銀行
	
	支店

	預金種目
	□ 普通　　　□ 当座　　　□ その他
	（その他の種目）


	口座番号
	

	口座名義※４
	（フリガナ）

	
	（漢字）


※４ 口座名義は、補助対象者と同一の名義であること。
２．補助事業に関する事項
	補助対象事業の実績
	別紙　FCV・EV導入実績報告書のとおり

	本補助金の交付申請額
	金
	
	円

	添付書類
	(1) 国の補助を受けたことを証する書類（補助金交付決定通知書兼補助金の額の確定通知書）の写し
(2) 【リース事業者の場合】リース事業者及び使用者について、次のいずれかの書類
①法人の場合、登記簿謄本、登記現在事項全部証明書又は履歴事項全部証明書（発行後３か月以内のもの）の写し
②個人事業主の場合、前年分の事業所得、不動産所得又は山林所得が確認できる確定申告書Ｂ（１月及び２月に交付申請する場合は、前々年分の確定申告書Bに代えることができる。）の写し。ただし、新規開設で確定申告をしたことがない事業者は、税務署に届出た個人事業の開業・廃業等届出書の写し
(3) 【法人の場合（リース事業者を除く）】登記簿謄本、登記現在事項全部証明書又は履歴事項全部証明書の写し（発行後３か月以内のもの）
(4) 【個人事業主の場合（リース事業者を除く）】前年分の事業所得、不動産所得又は山林所得が確認できる確定申告書Ｂ（１月及び２月に交付申請する場合は、前々年分の確定申告書Bに代えることができる。）の写し。ただし、新規開設で確定申告をしたことがない事業者は、税務署に届出た個人事業の開業・廃業等届出書の写し
(5) 【(4)の書類で税務署の収受日付印等が確認できない場合】税務署への提出事実が確認できる書類
(6) 【法人又は個人事業主の場合】神戸市内に事務所若しくは事業所を有することを確認できる書類
(7) 【個人の場合】本人確認書類（運転免許証、健康保険証、住民票の写し等）の写し
(8) 契約内容が確認できる書類（購入契約書又は自動車賃貸借契約書等。申請者がリース事業者の場合は、車両本体の購入契約書及び自動車賃貸借契約書等）の写し
(9) 自動車検査証の内容が確認できる書類（自動車検査証及び自動車検査証記載事項の写し等）の写し
(10) 【リース事業者の場合】貸与料金の算定根拠明細書
(11) その他市長が必要と認める書類




（様式第１号別紙）
FCV・EV導入実績報告書

１．補助対象車両の導入
	自動車登録番号又は車両番号（申請時点）
	神戸

	購入・リースの別
	□ 購入　　　　□ リース

	使用の本拠の位置
	神戸市　　　　区

	自動車の種別
	□ 燃料電池自動車　　□ 電気自動車

	用途
	□ 乗用　　□ 貨物　　□ その他

	メーカー名・車名
	

	自動車検査証の初度登録
（軽自動車の場合は初度検査）
	
	年
	
	月

	購入年月又はリース契約の開始年月
	
	年
	
	月

	【リース契約の場合】契約の終了年月
	
	年
	
	月

	【リース事業者の場合】使用者の名称
	



２．補助金の額
	経済産業省による補助金の額
	
	円

	本補助金の交付申請額（下表参照）
	（千円未満切り捨て）


	円



【参考】補助金の額等

補助対象車両の種類
補助金の額
補助金の上限額
燃料電池自動車
国補助金※交付額の1/3
290,000円
電気自動車（軽自動車を除く）
国補助金※交付額の1/3
240,000円
電気自動車（軽自動車）
国補助金※交付額の1/3
110,000円
※　経済産業省による「クリーンエネルギー自動車導入促進補助金」



